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連結経営指標等 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については 

  記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第65期及び第66期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益につい 

  ては、１株当たり四半期（当期）純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 第66期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存 

  在しないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第66期

第３四半期連結
累計期間

第66期
第３四半期連結

会計期間
第65期

会計期間

自 平成21年
  １月１日 
至 平成21年 
  ９月30日

自 平成21年
  ７月１日 
至 平成21年 
  ９月30日

自 平成20年
  １月１日 
至 平成20年 
  12月31日

売上高 (千円) 4,370,860 1,775,120 6,268,681

経常利益又は経常損失（△） (千円) △276,046 60,383 △350,523

四半期純利益又は四半期（当
期）純損失（△）

(千円) △154,230 27,268 △264,570

純資産額 (千円) － 2,720,578 2,912,709

総資産額 (千円) － 8,134,943 8,487,906

１株当たり純資産額 (円) － 729.18 780.68

１株当たり四半期純利益又は
四半期（当期）純損失（△）

(円) △41.33 7.30 △70.91

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) － 33.4 34.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △28,113 － 466,008

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △79,093 － 270,175

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △173,568 － △633,881

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) － 580,008 862,230

従業員数 (名) － 233 239
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの

出向者を含む就業人員数であります。 

 ２ 従業員数欄の（外書）は、パートタイマー・アルバイト等の臨時雇用者の当第３四半期連結会計期間にお

ける平均雇用人員（１日８時間換算）であります。 

  

 
(注) １ 従業員数は、当社から当社外への出向者を除き、当社外から当社への出向者を含む就業人員数でありま

す。 

 ２ 従業員数欄の（外書）は、パートタイマー・アルバイト等の臨時雇用者の当第３四半期会計期間における

平均雇用人員（１日８時間換算）であります。  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 233 （16）

(2) 提出会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 186 （16）
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当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の部門別ごとに示すと、次のとおりであります。

 
(注) １ 部門間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、製造原価によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間における商品仕入実績を事業の部門別ごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

 
(注) １ 部門間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、商品仕入価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の部門別ごとに示すと、次のとおりであります。

 
(注) １ 部門間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

事業部門の名称 生産高(千円)

コーティング部門 828,775

印刷材料部門 328,452

電気絶縁・情報材料部門 176,797

自販機ディスプレイ部門 58,311

合計 1,392,337

(2) 商品仕入実績

事業部門の名称 仕入高(千円)

コーティング部門 ―

印刷材料部門 121,617

電気絶縁・情報材料部門 16,128

自販機ディスプレイ部門 55,749

合計 193,494

(3) 受注実績

事業部門の名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

コーティング部門 674,351 105,950

印刷材料部門 588,736 67,965

電気絶縁・情報材料部門 235,022 48,380

自販機ディスプレイ部門 116,250 5,604

合計 1,614,361 227,900
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当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の部門別ごとに示すと、次のとおりであります。

 
(注) １ 部門間取引については、相殺消去しております。 

２ 当第３四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次の

とおりであります。 

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

（１）経営成績の分析 

 当第３四半期連結会計期間のわが国経済は、企業収益の大幅な減少、雇用情勢の悪化を背景とした個人

消費の低迷など総じて厳しい状況で推移しました。 

 当社グループの主要な事業である工業用フィルム業界では、印刷材料、絶縁材料などが依然として厳し

い環境下にあるものの、タッチパネル用ハードコートフィルムが主に海外において堅調に推移しました。

 このような経営環境下におきまして、当社グループは、海外市場への営業活動及び製品開発に経営資源

を集中する一方、製造コストの削減など合理化による原価の低減、生産効率の向上に努めました。 

 この結果、当第３四半期連結会計期間の業績は売上高17億75百万円、営業利益71百万円、経常利益60百

万円、四半期純利益は27百万円となりました。 

  

 当第３四半期連結会計期間における事業の部門別状況は次のとおりであります。 

 コーティング部門 

 タッチパネル用ハードコートフィルム、携帯電話向けアイコンシート用フィルム等の自社ブランド製品

が主に海外において堅調に推移しました。受託加工売上はプラズマディスプレイ用光学フィルムなどが順

(4) 販売実績

事業部門の名称 販売高(千円)

コーティング部門 851,879

印刷材料部門 576,467

電気絶縁・情報材料部門 231,147

自販機ディスプレイ部門 115,626

合計 1,775,120

相手先

当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

株式会社鈴寅 190,889 10.7

SINJIN MS Co,LTD 185,083 10.4

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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調に推移しました。その結果、売上高は８億51百万円となりました。 

  

 印刷材料部門 

 精密機器工程用セパレートフィルムは国内の携帯電話出荷台数の減少により低迷したものの、海外にお

ける小型液晶関連が堅調に推移しました。工商業印刷用フィルムは回復傾向が見られたものの、昨年に比

べ低い水準で推移しました。高機能リサイクルフィルムは飲料業者からの注文減少により販売が伸び悩み

ました。その結果、売上高は５億76百万円となりました。 

  

 電気絶縁・情報材料部門 

 取引先の国内メーカーの統廃合や海外への生産移管などにより、主力製品であるエアコン用コンプレッ

サーモーター向け絶縁加工品の販売が低迷いたしました。その結果、売上高は２億31百万円となりまし

た。 

  

 自販機ディスプレイ部門 

 個人消費の低迷や天候不順の影響などにより、飲料自動販売機用ディスプレイの販売が低迷しました。

その結果、売上高は１億15百万円となりました。 

  

 所在地別セグメントの業績は次のとおりです。 

 日本においては、光学関連フィルム等の受託加工で回復の兆しが見られたものの、工業用印刷フィルム

や絶縁用フィルムなどの景気低迷の長期化による販売減のため、売上高は14億47百万円、営業利益は１億

54百万円となりました。 

 中国においては、エアコン用コンプレッサーが主に輸出向けを中心に生産数量が減少したことなどによ

り絶縁用フィルムの受注が減少し、売上高は３億27百万円、営業利益は11百万円となりました。 

  

 （２）財政状態の分析 

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、81億34百万円となり前連結会計年度末に比べ３億52百万円減

少しました。主な要因としまして、受取手形及び売掛金が３億15百万円増加したものの、現金及び預金が

２億59百万円減少、有形固定資産が４億98百万円減少したことによるものです。負債は54億14百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ１億60百万円減少しました。主な要因としまして、１年内償還予定の社債が

２億円減少したことによるものです。 

 また、純資産につきましては27億20百万円となり前連結会計年度末に比べ１億92百万円減少しました。

主な要因としまして、四半期純損失１億54百万円の計上によるものであります。 

  

 （３）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連

結会計期間末に比べて１億53百万円増加し、５億80百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は、１億92百万円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益

60百万円及び減価償却費１億76百万円、仕入債務の増加４億14百万円による資金の増加があったこと、売
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上債権３億27百万円の増加及び棚卸資産１億52百万円の増加による資金の減少があったことによるもの

です。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により使用した資金は、19百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出

10百万円及び定期預金の預入による支出９百万円による資金の減少があったことによるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により使用した資金は、７百万円となりました。これは、短期・長期借入金の借入・返済によ

る差引き支出７百万円による資金の減少があったことによるものです。 

  

 （４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。 

  

 （５）研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は73百万円であります。 
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当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更及び重要な設備計画の完了はありません。 

 また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。 

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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   該当事項はありません。 

  

   該当事項はありません。 

  

  

 
  

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,504,000

計 12,504,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,731,000 3,731,000
ジャスダック
証券取引所

単元株式数 100株

計 3,731,000 3,731,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成21年７月１日～ 
平成21年９月30日

― 3,731 ― 1,087,762 ― 1,335,793

(5) 【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成21年６月30日の株主名簿により記載しております。 

平成21年６月30日現在 

 
  

平成21年６月30日現在 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

3,730,800
37,308 単元株式数 100株

単元未満株式
普通株式

200
― ―

発行済株式総数 3,731,000 ― ―

総株主の議決権 ― 37,308 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

 
  

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年 
 １月  ２月

 
 ３月 ４月 ５月  ６月  ７月

 
 ８月  ９月

最高(円) 420 386 383 360 360 370 390 384 355

最低(円) 306 305 304 312 330 325 340 347 330

３ 【役員の状況】

(1) 退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

監査役 ― 鈴木宸祥 平成21年３月31日

(2) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役 
（管理本部長兼財務部長）

常務取締役
（管理本部長兼経営企画室長）

腰丸敏雄 平成21年４月１日
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、当第３四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第３四半期連結

累計期間(平成21年１月１日から平成21年９月30日まで)においては、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第50号）附則第７条第１

項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。 

  

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年１月１日から

平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レ

ビューを受けております。 

 なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは監査法人の種類の変更により、平成21

年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。 

  

第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 603,008 862,230

受取手形及び売掛金 1,936,985 1,621,744

商品及び製品 389,121 310,272

仕掛品 116,196 92,520

原材料及び貯蔵品 419,902 462,248

その他 109,675 193,369

貸倒引当金 △735 －

流動資産合計 3,574,156 3,542,386

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,478,282 2,644,290

機械装置及び運搬具（純額） 1,220,663 1,531,582

工具、器具及び備品（純額） 82,825 110,744

土地 451,712 451,712

その他 6,024 －

有形固定資産合計 ※  4,239,508 ※  4,738,331

無形固定資産 28,794 31,490

投資その他の資産   

投資有価証券 2,760 2,760

その他 289,723 174,197

貸倒引当金 － △1,259

投資その他の資産合計 292,483 175,698

固定資産合計 4,560,787 4,945,520

資産合計 8,134,943 8,487,906

－ 13 －



(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,461,686 1,459,690

短期借入金 1,242,034 547,555

1年内返済予定の長期借入金 809,200 830,520

1年内償還予定の社債 － 200,000

未払法人税等 5,875 2,795

賞与引当金 27,595 6,681

その他 199,478 265,116

流動負債合計 3,745,870 3,312,357

固定負債   

長期借入金 1,172,866 1,784,866

退職給付引当金 185,535 178,405

役員退職慰労引当金 310,093 299,567

固定負債合計 1,668,494 2,262,838

負債合計 5,414,364 5,575,196

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,087,762 1,087,762

資本剰余金 1,335,793 1,335,793

利益剰余金 340,580 532,120

自己株式 △22 △22

株主資本合計 2,764,112 2,955,652

評価・換算差額等   

為替換算調整勘定 △43,534 △42,942

評価・換算差額等合計 △43,534 △42,942

純資産合計 2,720,578 2,912,709

負債純資産合計 8,134,943 8,487,906
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 4,370,860

売上原価 3,746,770

売上総利益 624,089

販売費及び一般管理費 ※  895,139

営業損失（△） △271,049

営業外収益  

受取利息 1,464

助成金収入 20,777

その他 11,586

営業外収益合計 33,828

営業外費用  

支払利息 33,182

その他 5,642

営業外費用合計 38,824

経常損失（△） △276,046

特別利益  

固定資産売却益 953

特別利益合計 953

特別損失  

固定資産除却損 584

特別損失合計 584

税金等調整前四半期純損失（△） △275,677

法人税、住民税及び事業税 6,897

法人税等調整額 △128,344

法人税等合計 △121,447

四半期純損失（△） △154,230
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【第３四半期連結会計期間】 

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 1,775,120

売上原価 1,434,507

売上総利益 340,613

販売費及び一般管理費 ※  268,680

営業利益 71,932

営業外収益  

受取利息 727

助成金収入 8,742

その他 2,774

営業外収益合計 12,244

営業外費用  

支払利息 10,192

為替差損 13,601

営業外費用合計 23,793

経常利益 60,383

税金等調整前四半期純利益 60,383

法人税、住民税及び事業税 382

法人税等調整額 32,732

法人税等合計 33,115

四半期純利益 27,268
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △275,677

減価償却費 527,181

賞与引当金の増減額（△は減少） 20,914

貸倒引当金の増減額（△は減少） △586

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,129

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10,526

受取利息及び受取配当金 △1,465

支払利息 33,182

固定資産売却損益（△は益） △953

固定資産除却損 584

売上債権の増減額（△は増加） △321,316

たな卸資産の増減額（△は増加） △57,431

仕入債務の増減額（△は減少） 1,318

未払消費税等の増減額（△は減少） △13,468

未払費用の増減額（△は減少） 9,048

その他 △42,413

小計 △103,425

利息及び配当金の受取額 1,465

利息の支払額 △33,377

法人税等の支払額 △6,820

法人税等の還付額 114,045

営業活動によるキャッシュ・フロー △28,113

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △23,000

有形固定資産の取得による支出 △54,330

有形固定資産の売却による収入 1,386

無形固定資産の取得による支出 △3,300

その他 150

投資活動によるキャッシュ・フロー △79,093

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 5,444,485

短期借入金の返済による支出 △4,747,424

長期借入金の返済による支出 △633,320

社債の償還による支出 △200,000

配当金の支払額 △37,309

財務活動によるキャッシュ・フロー △173,568

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,446

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △282,222

現金及び現金同等物の期首残高 862,230

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  580,008
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日)

 会計処理の原則及び手続の変更

 （１）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

棚卸資産の評価基準については、商品及び製品、仕掛品は低価法、原材料及び貯蔵品は原価法によっており

ましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18

年７月５日）が適用されたことに伴い、原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しておりま

す。 

 これにより、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金

等調整前四半期純損失はそれぞれ6,126千円増加しております。なお、セグメント情報に与える影響について

は、当該箇所に記載しております。

 （２）連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

第１四半期連結会計期間より平成18年５月17日公表の「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会 実務対応報告第18号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

 （３）リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用可能になったことに

伴い、第１四半期連結会計期間よりこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却費の方法に

ついては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日)

１ 棚卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の

実地棚卸高を基礎として、合理的な方法により算定する方法によっております。

２ 固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定しておりま

す。

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年12月31日)

※ 有形固定資産の減価償却累計額は4,754,171千円で

あります。

※ 有形固定資産の減価償却累計額は4,247,487千円で

あります。
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当第３四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日

至 平成21年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日  
 至 平成21年９月30日)

 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの

荷造運賃 115,515千円

役員報酬 69,498千円

給与手当 96,890千円

賞与引当金繰入額 4,832千円

退職給付費用 1,198千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,526千円

研究開発費 355,728千円

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日  
 至 平成21年９月30日)

 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの

荷造運賃 47,693千円

役員報酬 22,770千円

給与手当 30,353千円

賞与引当金繰入額 3,653千円

退職給付費用 3,910千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,609千円

研究開発費 73,998千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日  
 至 平成21年９月30日)

 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 603,008千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △23,000千円

現金及び現金同等物 580,008千円

(株主資本等関係)

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 3,731,000

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 38
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３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月24日 
定時株主総会

普通株式 37,309 10 平成20年12月31日 平成21年３月25日 利益剰余金

－ 20 －



当第３四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)及び当第３四半期連結累計

期間 (自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日) 

当社グループは、主としてプラズマディスプレイ及びタッチパネル関連製品の専門メーカーとして、

同一セグメントに属する機能性フィルム等の製造、加工、販売を行っており、当該事業以外に事業の種

類がないため該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間 (自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日) 

 
  

当第３四半期連結累計期間 (自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(１)に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用して

おります。これにより、従来の方法によった場合に比べ、営業損失が「日本」で6,126千円増加しておりま

す。 

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

日本 
(千円)

中国
(千円)

計(千円)
消去又は
全社 
(千円)

連結(千円)

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

1,447,847 327,273 1,775,120 ― 1,775,120

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

189,893 ― 189,893 （189,893） ―

計 1,637,741 327,273 1,965,014 （189,893） 1,775,120

営業利益 154,308 11,027 165,336 （93,404） 71,932

日本 
(千円)

中国
(千円)

計(千円)
消去又は
全社 
(千円)

連結(千円)

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

3,463,611 907,249 4,370,860 ― 4,370,860

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

446,216 ― 446,216 （446,216） ―

計 3,909,827 907,249 4,817,076 （446,216） 4,370,860

営業利益又は営業損失（△） △33,129 32,616 △513 （270,536） △271,049
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当第３四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日) 

 
  

当第３四半期連結累計期間 (自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

その他の地域……………韓国、台湾、シンガポール 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

１．１株当たり純資産額 

  

 
  

２．１株当たり四半期純損失 

第３四半期連結累計期間 

  

 
  
(注) １株当たり四半期純損失の算定上の基礎 

  

【海外売上高】

中国 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 365,787 364,694 730,481

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 1,775,120

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

20.61 20.54 41.15

中国 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 991,050 644,507 1,635,558

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 4,370,860

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

22.67 14.75 37.42

(１株当たり情報)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年12月31日)

 
729.18円 780.68円

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日  
 至 平成21年９月30日)

１株当たり四半期純損失(△) △41.33円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

項目
当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日  
 至 平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △154,230

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △154,230

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,730
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第３四半期連結会計期間 

  

 
  
(注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日  
 至 平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益 7.30円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目
当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日  
 至 平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 27,268

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 27,268

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,730

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成21年11月９日

東山フイルム株式会社 

 
  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

山フイルム株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平

成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東山フイルム株式会社及び連結子会社の平

成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  中  浜  明  光  ㊞

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  蛯  原  新  治  ㊞

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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